
雇用管理

■パートタイム雇用

労働雇用省の「労働者グループ別調査」（Survey of

Specific Groups of Workers）によれば、フィリピンではパー

トタイム労働者が、1994年から97年にかけて3万7000人か

ら6万3000人に増加している（70.3％の増加）。全雇用の

うちパートタイム労働者が占める割合も、同期間で1.5％

から2.2％に上昇している。

業種別に見ると、地域社会・社会福祉・個人サービス

部門が最も多くのパートタイム労働者を吸収し、1997年に

は84.0％を占めている。卸売業および小売業における

パートタイム労働者の占める割合は6.1％、製造業の場合

は4.9％である。

■契約雇用

契約労働者に関する数値は、上昇傾向にある。1994

年から97年までの期間に、契約労働者は2倍以上

（103.6％）に増え、19万7000人から40万1000人に増加し

た。全雇用に対する契約労働者の割合も、同期間に

7.9％から14.0％に上昇した。

業種別に見ると、契約労働者を最も多く雇用している

のは製造業（23.1％）、続いて金融、保険、不動産、業務

サービス部門（22.9％）、その他比較的多いのが建設業

（20.6％）と地域社会・社会福祉・個人サービス部門

（15.9％）である。

■臨時雇用

臨時労働者も、パートタイム労働者や契約労働者と同

じように、同調査期間に増加している。1994年には臨時

労働者は10万8000人であったが、97年には13万4000人

に増えた（24.1％の増加）。

業種別に見ると、製造業が最も多くの臨時労働者を吸
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1. 国　名 フィリピン共和国（フィリピン、アジア）

Republic of Philippines

2. 人　口 7650万人（2000年）

3. 実質経済成長率 3.3 ％（2001年）

4. GDP 3兆6248億2000万フィリピンペソ、714億3807

万ドル（2001年）（1ドル＝50.9927フィリピンペ

ソ、年平均）

5. 1人当たりGDP 931ドル（2001年）

6. 労働力人口 3336万1000人（2001年10月）

7. 失業率 9.8％（2001年10月）

8. 日本の直接投資額 506億円（2000年）

9. 日本の直接投資件数 41件（2000年）

10.在留邦人数 9227人（2000年10月）

フィリピン

パートタイム、契約、臨時労働者の雇用状況：1991～97年

（1000人）

年 パートタイム 契約 臨時

1991 34 161 95

92 37 250 102

93 46 250 87

94 37 197 108

95 48 319 119

96 51 320 108

97 63 401 134

出所：Survey of Specific Groups of Workers, 1997



収しており、全体の37.6％を占めている。次いで地域社

会・社会福祉・個人サービス部門が20.4％、卸売業およ

び小売業が17.8％でこれに迫っている。

労働時間

就業日とは、被雇用者が正規に就業を求められる日を

指す。1日の標準労働時間は8時間を超えてはならないと

されている。労働時間とは、a）被雇用者の全勤務時間あ

るいは指定の職場にいることを求められる全時間、b）被

雇用者が労働を許可されている全時間、を意味する。

通常の通勤時間は、労働時間には当たらない。ただし

仕事場から仕事場への移動など、主な労働活動に付随

する移動時間は、労働時間と見なされる。就労時間内の

移動時間もまた労働時間と見なされる。

被雇用者には、6連続の標準就業日ごとに、連続24時

間以上の休暇を取る権利がある。祝日および特別休日は

次のとおりである。

祝日

New Year’s Day 1月1日

Maundy Thursday 年によって変わる

Good Friday 年によって変わる

Araw ug Kagitingan 4月9日

Labor Day 5月1日

Independence Day 6月12日

National Heroes Day 8月最終日曜日

Bonifacio Day 11月30日

Christmas Day 12月25日

Rizal Day 12月30日

特別休日

All Saint’s Day 11月1日

Last day of the year 12月31日

雇用者の被雇用者に対する義務として、3種類の休暇

が定められている。まず兵役休暇である。最低1年以上

の兵役に就く被雇用者には、年間5就業日の有給休暇が

与えられる。第2は出産休暇で、出産、中絶、流産した女

性に60日間の有給休暇が与えられる。第3は父親産休で、

法律上有効な婚姻関係にある配偶者が出産または流産

した場合、7日間の有給休暇が与えられる。

賃金

賃金とは、雇用者に対する仕事、労働、役務の代価と

して被雇用者に支払われる金額のことである。フィリピン

では、残業手当、深夜勤務手当、休業日手当、祝日手当、

13カ月手当などもこれに含む。公正かつ妥当な価格の食

事、住居、その他慣例的に雇用者が提供する設備も、賃

金に含む。

賃金は現金すなわち法定通貨で、被雇用者に直接支

払われる。雇用者は法定通貨以外の手段で賃金を支

払ってはならない。小切手や為替による支払いは、それ

が慣例である場合、または労働協約に明記されている場

合のみ行うことができる。賃金は最低2週間ごとまたは月

に2度（16日を超えない間隔で）支払わなければならない。

支払場所は事業地またはその近辺でなければならない。

労働が8時間を超える場合は、雇用者は通常賃金のほ

かに、通常賃金の25％増の割増手当を支給する。また、

祝日や休業日の8時間を超える労働に対しては、30％増

の手当を支払う。

業績給の労働者に対しては、最低でも8時間労働の規

定最低賃金を支払わなければならない。1日8時間未満ま

たは超過する労働については、それに比例して賃金が増

減する。

雇用者は、被雇用者の賃金の使用用途を制限または

干渉してはならない。また正当な根拠なく被雇用者の賃

金から控除をしてはならない。

最低賃金の設定は、国の15の地方三者賃金生産性委

員会（Regional Tripartite Wage Board）が行い、国家賃金

生産性委員会のガイドラインに従って、地域、州、産業ご

とに賃金を設定している。

委員会は1つの公式によって賃金を設定しているわけ

ではない。最低賃金を決定する主な基準は次の4つであ

る。a）労働者とその家族の必要、b）支払能力、c）比較

賃金および収入、d）経済および国家発展の必要性である。
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どの基準に比重を置くかについては、特に決まりはない。

雇用者が規定の上昇率および調整率の賃金を支払わ

ない場合は、2万5000ペソから10万ペソの罰金、または2

年から4年の懲役、またはその両方が科せられる。この

場合、雇用者は、被雇用者に支払うべき手当の2倍に相

当する額を支払わなければならない。ただしこの補償金

の支払いによって刑事責任を免れるわけではない。

補足賃金は、生産奨励金や13カ月手当の形で支払わ

れる。生産性契約は雇用者と被雇用者の間で結ぶこと

ができ、これにより労働協約を補完することもできる。

すべての雇用者は、毎年12月24日以前に、被雇用者

全員に対して、その雇用の性格にかかわらず13カ月手当

を支払わなければならない。この権利を得るためには、

その暦年中に最低1カ月の兵役についていなければなら

ない。

ホテルやレストラン、それに類似した施設においては、

回収したサービス･チャージは、従業員全員に85％、雇

用者に15％の比率で配分するものとする。従業員の取り

分は、全員が平等になるように配分しなければならない。

労使関係

労使関係については、2つの顕著な傾向がある。第1

が労働組合の成長の鈍化である。1980年から2000年に

かけて、労働組合の数は1747から1万296に増えた。組

合員数は同期間に192万1000人から378万8000人に増加

し、労働協約の数は1720から3034に増えている。

第2に、ストライキの数は減少しているものの、労働争

議の調停機関は依然として過剰な負担をかかえている。

1989年から2000年までの労使関係は安定している。1989

年には206件のストライキによって5万6541人の労働者が

影響を受けた。以後ストライキの数は着実に減少し100

件を下回っている。1999年のストライキ数は過去最低の

59件で、影響を受けた労働者は1万6000人だった。2000

年には65件のストライキがあり、2万1000人の労働者が影

響を受けた。

2001年第1四半期現在、労働組合数は1万606で、合計

381万8000人の組合員がいる。全国の労働組合組織率は

27.2％である。労働争議については、2001年の最初の3

カ月に、369件のストライキの予告があり、このうち20が実

施された。

次のものが、雇用者による不当労働行為と見なされて

いる。

• 被雇用者の労働組合を結成する権利の行使に対する

干渉、制限、強要

• 被雇用者が労働組合に参加しないこと、あるいは脱退

することを雇用条件として要求すること

• 組合員による役務または職務の契約破棄を、労働組合

を形成する組合員の権利の行使を干渉、制限、強要す

る意図で行うこと

• 労働組合の形成または運営を開始、支配、援助または

干渉すること。労働組合またはその組織者または支持

者に対する財政的支援やその他の援助も含む

• 労働組合への参加を奨励または妨げることを目的に賃

金、労働時間、その他の雇用契約条件において差別す

ること

• 労働者が労働法に基づいて証言したこと、あるいはこ

れから証言することを理由に、解雇、免職、差別をす
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ること

• 労働法に定められた団体交渉の義務に違反すること

• 団体交渉やその他の争議を解決するために、組合また

はその職員または代理人に対して、交渉料または弁護

士料を支払うこと

• 労働協約に違反すること

一方、労働組合による不当労働行為としては次のもの

がある。

• 労働組合を結成する権利の行使を、被雇用者に制限ま

たは強要すること。ただし労働組合には、組合員の獲

得や保持について独自の規則を定める権利がある。

• 雇用者に特定の被雇用者を差別させたり、差別させよ

うと試みたりすること。例えば労働組合への参加が拒

否された被雇用者への差別や、他の被雇用者には組

合への参加や参加の継続が認められている通常の契

約条件以外の理由で解雇すること。

• 被雇用者の代表が、団体交渉をする義務に違反したり

拒否したりすること。

• 遂行されていない、あるいは遂行される予定のない役

務のために、強制取立として金銭またはその他の有価

物を、雇用者に支払いまたは提供させること、あるい

は支払いまたは提供することを同意させること。組合

の交渉料の要求も含む。

• 団体交渉やその他の争議を解決するために、雇用者

に交渉料や弁護士料を求めること、あるいは受領する

こと。

• 労働協約に違反すること。

交渉のシステムは集団的で、企業を基盤としている。

フィリピンには産業別交渉の伝統はない。団体交渉は1企

業単位で行われることもあるし、同一企業内の個々の交

渉単位で行われることもある。1人の雇用者または交渉

単位に2つ以上の組合がある場合もあるが、1つの組合が

団体交渉の単位全体を代表することもある。組合の代表

者は、独占的交渉代理人と呼ばれる。交渉活動の規範

は信義誠実の原則である。

独占的団体交渉代理人は、5年間交渉単位の会員を代

表することができる。団体交渉協約の契約期間は5年間

だが、第3年以前に再交渉できる。

国の役割は最低基準を設定することで、具体的な契約

条件は団体交渉によって設定される。また国は不当労働

行為を定義し、ストライキやロックアウトの根拠を特定す

る。労使関係の共同責任が望ましいとされ、国は争議を

解決するための行政機構を提供する。第三者が介入する

場合は、斡旋、調停、任意仲裁が望ましいとされる。

団体交渉では、次のような手続きが見られる。一方の

当事者が契約の交渉を望むときには、もう一方の当事者

にその旨を書面で提案書を添えて通知する。もう一方の

当事者は通知を受領してから10暦日以内に返答する。通

知と返答の間に基本的な相違がある場合は、どちらかの

当事者は協議を要求することができる。協議は要求の

あった日から10暦日以内に開始しなければならない。争

議が解決しない場合は、中央斡旋調停委員会（National

Conciliation and Mediation Board: NCMB）が一方の当事者

または両方の当事者または自らの主導によって介入し、

直ちに当事者を調停会議に招集する。NCMBによる調停

手続きの間、当事者は争議の早期解決を中断または遅

滞させるような一切の活動を行ってはならない。NCMB

は交渉の友好的解決のために全力を尽くし、当事者が任

意仲裁に委ねるよう促す。

労働協約には、相互の契約遵守を保証する規定を設

けなければならない。労働協約の解釈や実施によって生

じる苦情や、企業の人事方針の解釈や施行によって生じ

る苦情の調整や解決のための機構を設置しなければな

らない。

労使協調とは、労働者側と経営者側が相互の協力の

もとに、双方が受け入れられる手段によってある目標を

達成するような関係を指す。労使協調は、小グループ活

動（品質管理サークルや生産性向上サークル）などの直接

的な参加手段や、合同の協議会（労使協議会や労使委員

会）などの間接的な参加手段によって達成される。扱う

範囲は、人事方針、生産計画、業務拡張プログラム、生

産性向上プログラム、労働安全衛生プログラム、労働者

の福利厚生プログラムなどである。

特に確立した規則はないが、一般的に、労使委員会／
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協議会は適当な数の労使の代表からなる。労働者側の

代表は、その組織の過半数以上の賛成によって選出され、

経営者側の代表は最高経営陣、人事部や労務管理部の

長、生産部の長や監督者（スーパーバイザー）を含むそ

の他の管理職である。委員会／協議会では、共同議長

が2人（労使双方から各1人）選出され、共同または輪番

で議長を務める。また書記が任命される。労使双方が

承認する第三者の調整者が、特に初期段階において委

員会を支援することもある。生産現場での特定の問題を

検討するために、小委員会を設置することもある。

労使の争議が、任意仲裁や強制仲裁に付される場合

もある。任意仲裁では、労働協約の解釈や実施に関する

未解決の苦情や会社の人事方針の解釈や施行に関する

苦情を取り扱う。強制仲裁では、不当労働行為、解雇の

争議、雇用者対被雇用者関係に関する実質的損害、倫理

的損害、懲罰的損害賠償、その他の損害についての苦情

や、ストライキやロックアウトの合法性についての問題を

はじめとする労働法264条の違反に関する苦情などを取

り扱う。

フィリピンでは、労使関係や労働協約の領域において、

ストライキ権は合憲であり労働者の法的権利であり、一

方、雇用者にはロックアウトの権利が法的で固有なものと

して認められている。ストライキ権は最後の手段であり、

信義誠実の原則による交渉が十分に行われ、他の自発的

な争議解決手段が試みられ、やり尽くされたことを前提

としている。

公認の、または正式に認められている交渉の代表者は、

交渉の膠着や不当労働行為があった場合、ストライキを

宣言することができる。雇用者も、同様な場合にロックア

ウトを宣言することができる。公認の、または正式に認め

られている代表者が不在の場合は、不当労働行為が理

由の場合のみ、その組織内の合法的な労働組合はストラ

イキを宣言することができる。

ストライキ権やロックアウト権の行使が法律で有効と認

められるのは、その根拠がa）団体交渉の膠着、b）不当労

働行為の場合である。

労働行政

フィリピンには広範囲にわたる雇用対策がある。まず

雇用創出を目的とした対策である。主要な雇用対策とし

て実施されているものとして、大規模なインフラ･プロ

ジェクト、住宅プロジェクト、貿易投資の促進、特別経済

区や能力開発センター、中小企業の発展、農業と漁業の

近代化、観光の推進、起業／生活関連プログラム、景気

刺激策などがある。

雇用維持対策は、既存の就職口を維持し、国内および

海外労働者の解雇を最小限に抑えることを目的としたも

のである。この方策の下、多国間および2国間の労働協

定の締結、産業界内の調和と安定を維持するためのプ

ログラムや、雇用者が雇用喪失を最小限に抑えるための

雇用調整および人事対策などがある。

雇用強化対策としては、労働力の質と雇用の質を高め

るためのプログラムがある。

最後に、雇用促進対策としては、国内外の雇用機会と

選択肢へのアクセスを発達・向上させるための活動や、

正確で最新の労働市場情報を提供し、就職斡旋活動を

より円滑に行うための対策がとられている。

フィリピンには数多くの求職活動を支援する就職斡旋

機関がある。公共職業紹介所（Public Employment Service

Office: PESO）がすべての県、主要都市、高度に都市化し

た地方公共団体にあり、求職者と雇用者の労働市場情報

の交換の促進が図られている。また、全国規模の職業紹

介所として就職斡旋の照会を行ったり、情報センターとし

ても機能している。

求人・求職情報マッチングシステム（Phil-Jobnet）は、イ

ンターネット上の求人・求職システムで、求職者の職探し

と雇用者の人材探しが迅速にできるようにするために構

築されたものである。

求職者と雇用者および海外の人材会社の出会いを促

進するために、政府主催の職業または生活関連フェアが、

1つの会場で一定の日時で行われている。

ラジオの就職斡旋プログラムでは、各企業からの求人

情報を放送している。労働問題に関する重要な公示や
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論議も定期的に放送されている。

人材会社は求職者や雇用者のために有料で、国内外

の雇用促進サービスを提供している。政府は認可システ

ムによって人材会社の活動を監視し規制している。また

インターネットでアクセスできるフィリピンに拠点を置く人

材機関が少なくとも12カ所ある。欠員募集をしている企

業は、機関が斡旋に成功するごとに料金を払う。

能力開発に関しては、フィリピンには短大、大学、職業

教育訓練（TVET）機関からなるかなり大規模な市場主導

の高等・中等後教育システムがある。現在およそ1300の

短大および大学とおよそ1400のTVET機関やセンターが

ある。高等教育もTVETも主に民間による経営が占めて

いる。

見習生や実習者のためのプログラムもある。見習生を

雇うのはハイテク産業のみであり、見習が可能な業務に

限る。見習期間は6カ月以内で、賃金は適用される最低

賃金の75％を下回ってはならない。実習生も半熟練労働

や、技術教育技能開発庁（Technical Education and Skills

Development Authority: TESDA）によって見習不可とされ

ているその他の業務に訓練生として雇うことができる。

実習期間は3カ月以内で、賃金は適用される最低賃金の

75％を下回ってはならない。

最後に二重訓練システム（Dual Training System: DTS）

がある。これは技術職業教育研修の教育実施システムで、

工場内の研修と学校内の研修を、公認の二重システム教

育機関／研修センターと、公認の二重システム農業、産

業、ビジネス機関が共同で企画し実施する計画に基づい

ている。関係する政府機関に事前に予告と通知を行っ

ている。

雇用機会均等法では、男性の労働者にも女性の労働

者にも、等価の労働には等しい報酬、昇進と研修の機会

への等しいアクセスを保証している。

フィリピンでは、雇用者は年齢を理由に、雇用契約条

件において差別をしてはならないことになっている。最

低雇用年齢は、危険を伴う仕事については18歳、危険を

伴わない仕事については15歳である。ただし15歳未満

の子どもでも、学業に差し障りがなければ、親または保

護者が危険を伴わない仕事に雇うことができる。

障害者のための機会均等も保証されている。必要な

技術や資格のある障害者を雇用する民間組織について

は、障害者に支払われる給与や賃金の総額の25％に等

しい額が総収入から追加控除される。また障害者のた

めに妥当な就労環境を整備するために設備資産を改良

または改造する民間組織については、改良や改造に係

る直接費用の50％に等しい額が課税対象純収入に追加

課税される。

特別な労働者層のためにも、数々の対策が講じられて

いる。

青少年については、有用な労働力としての青少年のた

めの2つのプログラムが実施されている。「学生雇用のた

めの特別プログラム（The Special Program for the

Employment of Students）」では、優秀であるが経済的

困難をかかえる学生を、夏休みやクリスマス休暇に雇用

することによって収入を提供し、学業を続けられるように

支援している。もう1つの「勤労理解プログラム（Work

Appreciation Program）」では、実際の労働環境で、作業手

順を学ばせたり、機械や道具を使用させたり、またその他

特定の職業に関連する実際的知識を修得させることによ

り、労働の価値と労働倫理を、青少年に養うものである。

障害者憲章（The Magna Carta for Disabled Persons）は、

求職、雇用、昇進、解雇、給与、研修、その他の契約条

件や雇用特権に関する、障害者に対する差別を禁止して

いる。

女性は、報酬の有無にかかわらず、午後10時から翌日

午前6時までの間はいかなる工業的事業にも従事させて

はならない。また午後12時から翌日午前6時までの間に、

商業的事業または農業以外の非工業的事業に従事させ

てはならない。ただし緊急の場合、その女性が管理職ま

たは専門職についている場合や医療福祉サービスに従

事する場合、直接の家族がその事業所を運営している場

合は例外とする。雇用者は女性に適した座席、女性用ト

イレ･洗面所、少なくとも女性用更衣室を提供し、女性労

働者の便宜のために職場に保育所を設置しなければな

らない。
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海外における雇用に関する法律は、フィリピン人の移

住労働者の権利が保護されている国でのみ雇用される

ことを許可している。また熟練労働者のみ雇用し、雇用

させることを許可している。フィリピン人労働者の帰国前、

帰国中、帰国後にも十分な保護と福祉を保証している。

労働に関する主な政府行政機関は、労働雇用省

（Department of Labor and Employment: DOLE）である。ま

た労働者の社会保障を扱う機関がいくつかある。社会保

障制度（民間部門の労働者向け）、公務員保険制度（公務

員向け）、労災補償委員会（DOLEの付属機関）、フィリピ

ン健康保険会社、国内開発相互基金（Pag-Ibig Fund）など

がある。

労働雇用省の任務と権限は以下のとおりである。

• 労働者階級を保護する福祉労働法制を施行し、労使関

係を規制する

• 人材の開発、研修、配置、活用のための政策、計画、

プログラムを策定し勧告する

• 国内労働力の物質的、社会的、知的向上を図る法制を

勧告する

• 国内外での就労を望むすべての市民の利害を保護し

促進するために、最も公平な雇用契約条件を保証し、

社会福祉サービスを提供する

• 外国人の雇用の規制。法律の定めるところに従って、

外国人の登録や就労許可制度を実施する

• 賃金および所得政策に関する一般方針を策定する

• 国内経済および社会開発計画と一致する賃金体系を築

くために、賃金構造の必要な調整を勧告する

• あらゆる労働者、特に女性と年少の労働者のために、

安全で適切な、かつ人道的で改善された労働条件およ

び労働環境を規定する

• 国家経済政策およびプログラムを支えるような、調和

のある平等で安定した労使関係システムを維持する

• 労使関係システムの基盤として、自由な労働協約を策

定し推進するための労働者と雇用者の権利を維持する

• 団体交渉、苦情処理機関、斡旋、調停、任意仲裁、法

律に定められた強制仲裁、その他当事者双方が自発的

に合意する手段を通して、公正で迅速な労働争議の解

決処理を提供し保証する

• 法律に定められたその他の機能を果たす

フィリピンではまた、次のような組織が行政的な機能を

果たしている。

フィリピン海外雇用庁（Philippines Overseas Employment

Administration）：フィリピン人労働者の海外雇用の促進

と監視、公正で平等な雇用慣行に関する権利の保護。

同庁の部署は、市場開発、雇用、福祉、認可、規制、

裁定の各領域に従って設置されている。

海 外 労 働 者 福 祉 庁（Overseas Workers Welfare

Administration）：登録された海外フィリピン人労働者と

その扶養家族の福祉支援。

技術教育・技能開発局（Technical Education and Skills

Development Authority）：国家開発目標と優先事項に

沿って、質の高い中堅人材の能力開発を支援するため

の技術教育と技能開発を行う。

国家斡旋調停委員会（National Conciliation and Mediation

Board）：労使争議解決の自発的手段の推進によって、

労使関係の安定を維持する。

国家労使関係委員会（National Labor Relations

Commission）：不当労働行為や解雇の聴取と裁定。

国家賃金生産性委員会（National Wage and Productivity

Commission）：賃金の調査、協定、決定。

労災補償委員会（Employees’ Compensation Commission:

ECC）：労災補償プログラムと政府保険基金の管理。

職業安全衛生センター（Occupational Safety and Health

Center: OSHC）：業務上疾患の専門家、職業の安全に

関する情報収集、研修センター。

労働研究所（Institute for Labor Studies: ILS）：労働雇用政

策および行政の全分野に関する研究と出版。

国立海運専門学校（National Maritime Polytechnic:

NMP）：国内および国際航海をするフィリピン人船員の

海運技術の向上を図る。最新の海運技術およびその

他海運産業に関連する事柄の調査研究を行う。
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労働災害

労災補償委員会（ECC）の管轄する労災補償プログラ

ムは、労働に関連する負傷、疾病、障害や死亡の際に、

労働者やその扶養家族に十分で適切な手当を早急に給

付するために設けられたものである。

このプログラムの対象者は、60歳以下のすべての労働

者と、社会保障制度（Social Security System: SSS）による

退職または生命保険の負担金を支払い、給付資格を得

ている60歳以上のすべての労働者である。

労災補償プログラムの負担金は、雇用者が全額を支

払う。負担金率は、その労働者の月給の1％に等しい額

である。

疾病や負傷の際には、直ちに社会保障システムによっ

て、疾病や負傷の性質または回復状況に応じて、その障

害の継続する期間、労災補償委員会の定める限度額の

範囲内で医療サービスや器具（松葉杖、その他の人工補

助具など）が提供される。

障害給付は3つに分類される。1一時全身障害給付、

2永久的全身障害給付、3永久的部分障害給付。

負傷や疾病の結果、一時的な全身障害を被った労働

者には、その障害またはその障害の一部が継続する間、

1日につき平均日給の90％に等しい給与が下記の条件に

従って社会保障システムから給付される。

負傷や疾病の結果、永久的な全身障害を被った労働

者には、その障害が継続する間、死亡までの毎月、月々

の傷病保険に加え、扶養子女1人につきその10％の額が、

社会保障システムから給付される。ただし子どもは最年

少から数えて5人までとし、交替はできない。

傷病保険は5年間保証されるが、その労働者が有給で

雇用された場合、または永久的全身障害から回復した場

合または最低年に1度社会保障システムの通知する検診

を受診しなかった場合に停止される。

全身的永久的障害と見なされる障害と、最大給付月数

は次のとおりである。

労働者の死亡の際には、その労働者の傷病保険に加

え、扶養子女1人につきその10％の額が支払われる。た

だし子どもは最年少から数えて5人までとし交替はできな

い。傷病保険は5年間認められる。

その他

■福祉

児童および家族保護については、労働法が、危険を伴

わない業務の最低雇用年齢を15歳、危険を伴う業務に

ついての最低雇用年齢を18歳と定めている。またアル

コール飲料、タバコやその副製品、暴力を推進するような

コマーシャルや広告には、児童をモデルとして雇うことが

できない。また労働法は、年齢を理由に雇用条件で差別

することを禁じている。
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完全かつ永久的に使用不可能 月数

親指1本 10

人差し指1本 8

中指1本 6

薬指1本 5

小指1本 3

足の親指1本 6

足の指 3

片腕 50

片手 39

片足 31

片脚 46

片耳 10

両耳 20

片耳の聴力 10

両耳の聴力 50

片目の視力 25

社会保障システム（SSS）による労災補償プログラムの負担金と給付
（1998～2000年6月）

指標 1998 1999 2000 上半期

全負担金 466,884 375,647 215,488

全給付 904,292 1,026,405 540,490

死亡 534,297 648,458 330,639

障害 152,695 157,657 79,348

疾病 126,004 122,961 66,047

医療 77,320 80,034 58,162

葬儀 10,524 12,190 4,439

リハビリテーション 3,452 5,103 1,855

請求に対する平均支払額 11,912 12,364 12,679



児童青少年福祉法によると、勤労児童は成人と同じよ

うに、現行法に従って自分自身が選択した団体交渉の組

合に所属する自由が保証されている。経営者も組合も勤

労児童に組合への参加、継続、脱退を強要または強制

することはできない。

雇用に関連する家族保護関係の法律によると、妊娠し

た女性は、通常の出産の場合、平均日給の100％に等し

い額を60日間支給され、帝王切開の場合は78日まで支給

される。また既婚の労働者には、法律上有効な婚姻関係

にある配偶者の最初の4回の出産につき、有給の父親産

休が7日間認められている。

また各バランガイ（村）に保育所の設置が求められてい

る。労働雇用長官は適当と判断される場合、雇用者に

対し、女性労働者の福利厚生施設として職場に保育所を

設置することを命じることができる。

労働法は、法律によって診療所や医務室の設置を義務

づけられている事業所に、労働者のための無料の家族

計画サービスを提供することを命じている。家族計画

サービスには、避妊ピルや避妊リングの使用・適用やそ

の他の方法がある。

雇用者は、女性労働者に対して結婚しないことを雇用

条件または雇用継続の条件として要求したり、結婚によ

る退職や解雇を明示的あるいは暗示的に要求したり、結

婚のみを理由として女性労働者を解雇、解任、差別して

はならない。

最後に労働法は、妊娠を理由に女性を解雇したり、再

び妊娠する可能性があることを理由に復職を拒否したり

することを違法としている。

■健康保険

国民健康保険制度は、健康保険による給付によって、

すべてのフィリピン国民に手ごろで、妥当で、利用可能で、

利用しやすい医療サービスを保証している。

この制度の給付を受けるには、加入が必要である。加

入者とその扶養家族に保証される給付としては、次のも

のがある。入院治療、外来治療、緊急治療および移送

サービス、公社が適切でコスト効果があると判断したそ

の他の医療サービス。

この制度の加入者には、月給の3％以下の保険料を支

払うことが義務づけられている。ただし定年退職年齢に

達し最低120カ月の負担金をすでに支払った者、および

登録された貧困者は除く。

■保健と安全－雇用者の義務

すべての雇用者は、救急薬および備品を職場に常備

し、十分な数の労働者に救急処置の訓練をほどこさなけ

ればならない。緊急の負傷や疾病について、労働者が直

ちに適切な医療・歯科医療機関の診察と治療を受けるこ

とができるように、あらゆる必要な支援および援助を提供

するのは、すべての雇用者の義務である。また企業規模

によっては、労働者に無料の医療・歯科医療の診察やそ

れを提供する施設を整備することも求められる。

■失業保険

フィリピンの労働法には、失業保険に関する規定はな

い。ただし労働雇用省による国内および海外の失業者の

ための介入・支援策がある。技能・生活関連訓練、生活

支援、農村労働プログラム、公共雇用サービス局や求

人・求職情報マッチングシステム（Phil-Jobnet）による雇用

促進サービスがある。

■解雇

労働法によると、労働者を解雇する理由として、正当

な理由、企業の閉鎖および人員削減、疾病がある。正当

な理由による解雇とは、労働者の重大な不正や故意の不

従順、甚だしく慢性的な職務怠慢、詐欺や故意の背任、

犯罪行為や雇用者に対する攻撃などである。疾病による

解雇は、労働者が病気を患いそのことが判明し、かつ法

律によって雇用の継続が禁止されている場合、またはそ

の労働者自身のみならず同僚の健康にも害を及ぼす場

合である。労働者を解雇する場合は、所定の手続きを踏

まなければならない。

正当な理由によって解雇された労働者には、解雇手当

を受け取る資格はない。省力化のための装置・設備の
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設置や人員過剰のために解雇された労働者には、最低1

カ月分の給与または平均月額給与のうち高い方と同額

を、解雇手当として支給される。損益（計上）を防ぐため

の経費節減、重大な事業損益や財政破綻によるものでは

ない施設の閉鎖や業務の停止によって解雇された労働

者は、1カ月分の給与または平均月額給与の2分の1のう

ち高い方と同額を、解雇手当として支給される。

■定年退職

労働者は、労働協約またはその他の適用可能な雇用

契約に定められた定年退職年齢に達した場合、定年退

職することができる。企業に定年退職プランや契約がな

い場合は、最低5年間勤務した労働者が60歳に達した場

合、定年退職が認められる。

定年退職者は、現行法および労働協約やその他の契

約で得られる退職手当を受け取る権利がある。定年退

職者は、少なくとも平均月額給与の2分の1と同額の退職

手当を受け取ることができる。

退職年金の資格者は、社会保障システム加入者で退

職に先立って、最低120カ月分の負担金をすでに支払い、

かつ60歳に達してすでに退職しているか、65歳に達して

いなければならない。

■外資系企業関連対策

外国企業法人の設置・開業方法は以下のとおり。

代理事務所：代理事務所は親会社の製品やサービスを

販売促進するが、親会社の代わりに国内企業と契約を

結ぶことはできない。代理事務所は営業による収入が

ないので、納税義務も課されない。

支店：外国企業は、営業許可を申請し認可されればフィ

リピンに支店を開設することができる。支店は代理事

務所と同様、外国企業の拡張組織だが、親会社と全く

同じ営業を行うことができる。支店には、フィリピン国

内での営業に伴う所得にのみ35％の税金が課せられ、

本社への収益送金には15％が課税される。

国内子会社：外国企業は国内子会社を設立することもで

きる。子会社と親会社の法人格は別なので、子会社の

債権者に対し親会社は責任を負わず、子会社の持ち

株に限定されるという点で、国内子会社は支店よりもメ

リットがある。一方、子会社の営業に伴う所得には、

フィリピン内外を問わず35％の税金が課せられる。子

会社から外国の「親」会社への配当金の支払いには、

通常35％が課税される。また親会社の本社・本店の所

在する国の法律が、全く配当金に課税しない場合は、

課税率は15％に下がる。

地域本部：多国籍企業の地域本部は、アジア太平洋地域

の子会社、支店、関連会社を監督、連絡、調整するセ

ンターとしての役割をする管理部門である。フィリピン

国内で収入・所得が発生しないかぎり、所得税は課税

されない。

合弁事業：外国企業が国内の企業とともに新たな企業

（法人）を設立し、共同事業を展開することができる。

合弁事業はフィリピン国内での営業に伴う所得に対し

てのみ35％の税率で課税される。合弁事業の株を所

有する外国企業（フィリピンで営業していない非国内企

業と見なされる）の受け取る配当金は、一般に35％の

税金が課せられる。

既存の企業の株式購入：外国企業は既存の国内企業の

株式を取得することができる。それによってすでに国

内企業の営業権を、継続事業として利用することがで

きる。この企業には通常の35％の所得税が課税される。

合併または統合：外国資本の国内子会社が、国内企業と

合併または統合することもできる。新企業または存続

会社には、35％の所得税が課せられる。

技術移転契約：技術移転契約という手段もある。課税対

象となるのは、技術移転契約を結んだ外国企業が受け

取るロイヤリティー収入である。外国企業はフィリピン

で営業していなくても、フィリピン国内での営業に伴う

その年の所得総額の35％相当を税金として支払う。ロ

イヤリティー収入の支払いはこれに含まれる。

経営管理契約：国内企業と経営管理契約を結ぶ場合も

ある。外国企業が国内企業の業務のすべて、あるいは

大半の業務を経営するという契約で、契約期間は1期5

年までとする。この場合、外国企業はフィリピンで営業
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する外国企業として、35％の所得税を課税される。

外国投資のインセンティブに関しては、1987年オムニバス

投資法がある。この法律は、有資格企業が利用できるイン

センティブを最も包括的に網羅した一般法である。投資委

員会（Board of Investments: BOI）は毎年オムニバス投資法

に基づいて、「優先投資分野」と見なされる経済活動のリス

トと、「主要成長分野」として推進される、より成長の遅い分

野のリストを掲載した投資優先プラン（IPP）を発表している。

非財政的なインセンティブも、企業に提供されている。公

用、国益・防衛上の利害がある場合を除き、正当な補償

金の支払いを伴わない接収から投資財産などを保護する。

戦争や国家の緊急事態を除いて、資本などの財産を徴用

から保護し、正当な補償金の支払いがなければ徴用され

ないものとする。機器、部品、原料、備品の輸入、および加

工品の輸出に関する税関手続きの簡略化。委託品機械、

機器、部品の無制限（期間について）の使用。登録から5

年以内の期間で管理職、専門職、顧問に外国人を雇用す

ること。ただし投資委員会の裁量によって、限定された期

間で延長できる。輸出志向の登録企業のための、プロジェ

クトで必要なあらゆる地域の保税倉庫の利用が可能。

最近の法整備の状況を見ると、登録企業が利用できる

財政的インセンティブは、当初のオムニバス投資法のリスト

から、少し変化している。現在、有資格企業に認められて

いる税制インセンティブには次のものがある。先駆的企業

に対し操業開始後6年間、非先駆的企業については4年間、

所得税（国税）を免除する。事業拡張している有資格企業

に対し、操業開始後3年間、拡張に比例して所得税を免税

する。新規有資格企業に対し、一定の条件の下で、資本

設備とそれに付随する部品の輸入について、3％の低率関

税を適用する。ただし共和国法7369号に収載された、

1997年まで非課税での輸入を認められている資本設備を

除く。共和国法7716号で定めた資本設備と部品の輸入に

10％の付加価値税（VAT）を課す。輸出製品の製造、加工、

生産やその部品形成のために国内で購入され使用された

備品、原料、半製品に課された一切の税金および関税控

除。資格取得後5年以内に採用された熟練および非熟練

労働者の賃金の50％の課税所得からの追加控除。

フィリピン政府はフィリピンを、多国籍企業が地域本部を

設置する理想的な場所として、積極的に宣伝し、次のよう

なインセンティブを付与している。所得税、付加価値税、あ

らゆる種類の特許料、税、輸入、その他の地方税または負

担金の免除。投資委員会の事前の承認による、国内では

入手不可能な研修用教材の輸入税等の免除。関連する

税金および関税を支払うことにより、企業の海外駐在役員

のみの利用に供し、また海外駐在役員の人数を超えない

という条件で、役員人数の相当台数の自動車が輸入でき

る（ただし、投資委員会の事前承認が必要）。輸入後3年

ごとの自動車買い替え。地域本部の外国人役員およびそ

の配偶者と21歳未満の未婚の子どものためのマルチ入国

ビザ。入国手数料、外国人登録証明、入国許可証明書の

免除。地域本部の外国人労働者の総報酬の所得税に低

率の15％を適用。地域本部の外国人役員の身の回り品や

家財等の輸入税等の免除。地域本部の職員（ただし、役

員あるいは専門職）およびその扶養家族の旅行税の免除。

■ 海外駐在員に関する規定

労働目的でフィリピンへの入国許可を求める外国人や、

フィリピン国内で外国人を雇用する国内または外国の雇

用者は、労働雇用省の雇用許可を得なければならない。

ただし次のようなカテゴリーに含まれる外国人は、雇

用許可を取得する必要はない。接受国であるフィリピン

政府の新任を受けたすべての大使館員および外国政府

職員。フィリピン政府が参加する国際組織の役員や職員、

およびフィリピンで働くことを望む法律上有効な婚姻関係

にある配偶者。企業加盟の運営委員会の委員として選出

され、その他の役職を持たない議決権のみを行使する外

国人。国会が発布する特別法やその他の法律によって申

請免除が認められているすべての外国人。

雇用許可は下記の条件に基づいて付与される。雇用

許可を求める雇用者または外国人が実態的および文書

の要件を遵守すること。申請者の役務を遂行する適性、

能力、意志のあるフィリピン国民がいないという労働雇用

長官の決定。その外国人の雇用が国益に寄与するという

労働雇用長官の判断。
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